部局長とＰＴの議論資料
〔主要検討事業５〕
【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立高等学校等授業料軽減助成

	部局の考え方
	
· 　現在、本府のおかれている厳しい財政状況の下、全国的にみても高水準の本制度を持続可能なものとなるよう再構築することは必要。

○　「事業実施の必要性が低いと考えられる層」について、「廃止又は縮減」を行うとの考え方に基づいて示された見直し案とのことであるが、
・　公立高校では全額減免となる非課税層についても、助成額を縮減（25万円→18万円）しており、公私間のバランスが配慮されていない。

・　より配慮されるべき低所得層に対する縮減額（非課税層：△7万円）が、より高所得層の縮減額（680～500万円層：△4万円）に比べ大きいなど、矛盾した制度となっている。また、対象層（680万円以下）についても、何の説明もない。

　　　　

○　加えて、授業料軽減助成の縮減だけでは、育英会の奨学金貸付額が大幅に増加（平年ベース約２０億円程度増加）し、育英会の資金調達が困難となることが予想されるが、これに対する対応策が示されていない。


	参考データ等
	




部局長とＰＴの議論資料
〔主要検討事業６－①〕
【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立幼稚園経常費補助金

	部局の考え方
	
１　就学前の子どもの居場所

　・就学前の子ども通所施設として主なものは、幼稚園と保育所。

　・幼稚園児のうち、７６％が私立幼稚園に通う（３歳児に至っては９５％）。

　・ＰＴ案では、「公立学校の経費節減を踏まえ」とあるが、公立幼稚園教員給与は府費負担ではない。同じく就学前の子どもの保育を実施している保育所運営費も同様に削減対象にはなっていないなど、見直し案には理屈がない。

２　私立幼稚園の経営状況と経費節減の余地

　・収入は、経常費助成と保育料等の納付金が３／４を占めている。残りの１／４についても、給食費収入、バス維持費収入、預かり保育収入などが多くを占め、その他の収入確保による経営努力は困難な状況。

　・一方、歳出削減については、私立幼稚園教員給与が、公立幼稚園や府職員と比べても低い水準で、現状でも求人状況は極めて厳しい状況となっている。

　・ＰＴ案を実施すると、上記のとおり、経費節減にも限界があり、また、経営規模も小さく経営基盤が脆弱であることから、多くの園で保育料に転嫁することが考えられる。

３　保育料への転嫁

　・経常費１０％影響額は、園児一人当たりで見ると、経営が厳しい小規模な園ほど大きくなる（１００人までの園で３万円弱／人）。

・保育料を年額２４万円、転嫁される平均額が１万６５００円（経常費一人当たり単価の１０％）とすると、値上げ率が７％となり、就園奨励費（年収６８０万円以下の世帯・補助額平均７．７万円）を貰っている世帯の場合、実質負担増は、１０％アップとなる。

　　

４　ＰＴ案における小中学校との整合

　・ＰＴ案の高校助成単価（△１０％）の標準教育費に対する割合に着目して小中学校と同様に算出した幼稚園の助成単価は、現行単価とほぼ同じになり、幼稚園における削減率の理屈はない。

※以上のことから、ＰＴ案の削減は到底受け入れることができず、従来どおりの

⑳国標準額による措置を求める。

	参考データ等
	　　　　　　⑲助成単価　　国標準額　　標準教育費　補助率（対標準教育費）

平　　均　　164,652円　　160,652円　　447,297円　　36.8％　

４，５歳　　160,652円　　160,652円　　425,400円　　37.8％

３　　歳　　174,152円　　160,652円　　502,300円　　34.7％




部局長とＰＴの議論資料
〔主要検討事業６-②〕　

【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立高等学校等経常費助成

	部局の考

え方
	
○　現在、生徒一人あたりの「国標準額（国庫補助単価＋交付税単価）」（小学校は府標準教育費）で措置されており、高校は全国的に最低レベルの水準となっている。少子化傾向の中、本助成を重要な財源（平均：帰属収入の約３割）とする各学校法人の経営環境は厳しいといわざるを得ない。
○　「国標準額」は、各都道府県が高校以下の私立学校に対して行う私学助成を、国として下支えするために、平均的に必要な財源について国が措置しているものである。
これを大きく下回るようなこととなれば、本来、教育に要する経費として、国が想定している財源を、府が、他の用途へ使途することとなり、教育の軽視（財源の横取り）との批判を免れず、経常費助成については「国標準額」を基本に措置されるべき。

○　「公立学校教育の経費節減を踏まえ」とのことだが、その内容が明らかにされておらず、原則マイナス１０％とする根拠が不明。

○　「標準教育費」の学種ごとの比率により、助成単価の水準を決定することについて、

・「標準教育費」に対する助成単価（他府県では平均３万円程度上乗せされている）の比率が最も低い、高校の助成単価を基準にしていること

・高校標準教育費との比率を中学校8割、小学校7割としているが、実際は中学校80.8％、小学校71.3%となっていること

・また、見直し案についても、高校との比率を中学校8割、小学校7割としているが、実際の比率は中学校75.9％、小学校67.3％の単価が提示されていること

など、少しでも削減効果を高めようとするバイアスが強く働いており、他の学種とのバランスを欠くものとなっている。

小・中の見直し案について、高校標準教育費との比(中80.8％・小71.3％)をそのまま当てはめると、高校見直し案264,204円（⑲単価比10%減）に対し、

・中学校：213,477円⇒⑲単価（国標準額）の74.5％　　　※削減率は

・小学校：188,377円⇒⑳単価(府標準教育費)の74.1％　　　２５％程度
　

○　百歩譲って、府の財政状況にかんがみ、公立教員人件費との見合いで、一定の削減が不可避だとしても、平成20年度の国標準額を基準に検討すべきであり、その実施も期限を切ること。

また、各学校法人が対応措置(財政健全化措置・授業料の検討など)を検討するための期間を設け、在校生の授業料値上げを避けるため、段階的に実施するなどの経過措置を求める。

	参考データ等
	　　　Ｈ19助成単価　 国標準額　　　標準教育費　補助率（対標準教育費）

高校　293,560円　　　293,560円　　735,500円　　39.9％

中学　286,446円　　　286,446円　　594,700円　　48.2％

小学　262,150円　　　284,798円　　524,300円　　50.0％


部局長とＰＴの議論資料
〔主要検討事業７・８〕
【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立学校退職金財団、教職員共済事業補助金

	部局の考え方
	
○　私立学校の教職員とはいえ、公教育の大きな一翼を担っており、その福利厚生や処遇面で、都道府県が何らかの助成を行い、優秀な教職員の確保に努めることが、全都道府県に求められている。

○　１年休止の上、全国最低水準の補助率とする見直し案となっているが、全国的な水準や団体の財政状況を勘案して、助成水準を決めるべきである。



	参考データ等
	


部局長とＰＴの議論資料
〔その他①〕
【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立高等学校等教育振興助成費

	部局の考え方
	
○　この補助金は、再編統合に併せて特色魅力づくりを進める府立高校に対抗させ、公私立高校が適度な競争関係を高めるために、私立学校の特色・魅力づくりを促進しようと、事業を充実させたもの。

○　府の財政状況の厳しい中、公私ともに、保護者負担の増加を求め（府立高校：授業料の値上げ、私立高校：授業料軽減助成の見直し）、その一部を、それぞれの特色化の促進に活用したものである。

○　このように、特色化の促進については、大阪の教育全体のために、公私が協調して取り組んできた経過があり、私立の特色化についてのみ、大きく削減されることは、バランスを欠くことになる。

○　また、今回の見直し案では、国庫補助対象事業以外は廃止とのことであるが、廃止対象事業の中には、耐震化・アスベスト対策やバリアフリー、障がい児教育の推進、AEDの設置など、「安全・安心」への取り組みに対するものも多数あり、これらの事業は、児童・生徒の安全･安心な教育環境を維持するというセーフティネットの観点からも、優先順位の高いものである。

○　さらに、「先導的モデル支援事業」については、原則として３年間の継続事業として採択しているものであり、信義則上、継続して実施すべきである。

	参考データ等
	



部局長とＰＴの議論資料
〔その他②〕


【事務事業、出資法人、公の施設】

	項目名
	私立専修学校等振興助成［その他②］

	部局の考え方
	
· 本補助金は、高校生の進学先として大学のみでは担いきれない高等職業教育を展開し、生徒の社会的自立に大きな役割を果たしている専修学校専門課程に対して補助を実施。

・大阪で学び、働く若者の増加に寄与

⇒入学生の約55％が他府県から流入、卒業生の約51％が府内で就職（専門課程在籍生74,255人）

・府内高校生の多様な進路選択を確保

⇒短大を越える府内高校新卒生が進学（高校生の進路：大学48.6％、専門学校15.0％、就職12.5％、短大8.7％等）

・卒業生は大阪の産業界の中核を担う

⇒専門課程卒業生に占める就職者の割合は75％、うち関連分野就職者は95％
· 本補助金については、改正教育基本法の教育の目標に教育と職業との関連が位置付けられたことに伴い、これまで生徒人数に応じて配分していたものを、厳しい財政状況に鑑み予算に一定の制限を設けた上で（Ｈ19年度予算比15％減）、職業教育力の発揮（ニート・フリーター対策や産学協同の取組み）等を配分基準に盛り込む形で平成20年度実施分から見直しを行なったところ。

· ＰＴ試案では、20％削減とされているが、府の厳しい財政状況に鑑み、平成10年度より単価を据え置いてきたものを、さらに団体（大専各）と協議を重ね、15％削減の見直しを行なうに至ったものであり、合計すると30％超の削減率となり、他の学種の削減案と大きくバランスを欠く。

· また、専修学校・各種学校については、他学種に比して給与水準が低いうえ、高等課程については、就学条件の厳しい生徒が多く通っている。ＰＴ案の高等課程経常費補助金等の10％削減により、学齢期の生徒に対する教育のセーフティネットとして果たしている機能が低下する恐れがある。

	参考データ等
	専門課程卒業生の主な教育分野の関連分野への就職状況（カッコ内は資格例）

服飾・家政分野（ファッションアドバイザー、デザイナー等）99％

医療分野（看護師、助産師、救命救急士、理学療法士等）98％

衛生分野（理容師、美容師、調理師等）97％

工業分野（コンピュータ、建築、自動車整備等）96％

教育・社会福祉（介護福祉士、社会福祉士等）94％など
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【改革ＰＴ案】　生活保護世帯　　　　　　　　　　35万円　→　据え置き


　　　　　　　　年収　～　288万円（非課税）　　25万円　→　18万円


　　　　　　　　　　　～　430万円　　　　　　　25万円　→　16万円


　　　　　　　　　　　～　500万円　　　　　　　18万円　→　12万円


　　　　　　　　　　　～　680万円　　　　　　　12万円　→　8　万円


　　　　　　　　　　　～　800万円　　　　　　　12万円　→　　廃止


　　　実施時期（Ｈ21年度）


　　　削減額　２７億円（平年度ベース）
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【改革ＰＴ案】　・削減率　　１０％


　　　　　　　　　・削減額　　１６億円（通年ベース）
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【改革ＰＴ案】　・削減率　　高校１０％　　小中学校　３０％


　　　　　　　　　・削減額　　５０億円（通年ベース）
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【改革ＰＴ案】　


Ｈ２０は休止。Ｈ２１以降は補助率引き下げ


・削減額　　１９億円（Ｈ２０）
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【改革ＰＴ案】　


国庫補助メニュー分のみ（２０％縮減）。他は廃止


・削減額　　３.1億円（通年ベース）
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【改革ＰＴ案】　


・削減案　　高等課程：10％程度、専門課程：20％程度


・削減額　　１.７億円（通年ベース）
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